
１．概 要

＜ポイント＞

○ 今後の中期的な収支不足は、２００億円台後半となる見

込み

執行節減努力等決算段階での取組（５０億円程度）を行

うと２００億円台前半となる見込み

○ 現状のままでは、早ければ、平成２１年度には、基金が

枯渇する恐れ

○ 平成２０年度以降の地方財政対策は、不透明であり、そ

の動向によっては、更に厳しい財政運営を強いられる可能

性もあり

２．推計の対象

期 間：平成１９年度から２３年度まで

会 計：一般会計

３．前提条件

(１)景気動向

名目経済成長率：(Ｈ20)1.4% (Ｈ21)1.7% (Ｈ22)1.9% (Ｈ23)2.0%

・国の経済財政運営の中期方針である「日本経済の進路と戦略(平

成１９年１月２５日閣議決定)」の参考試算(経済財政諮問会議

提出)に示す経済成長率の半分程度に設定



(２)歳 入

【一般財源】

・法人県民税・事業税：特に税額が大きい法人は個別推計、その他県 税

法人は名目経済成長率を考慮して推計

・県民税利子割、核燃料税(税率10%)、産業廃棄物減量税：個別推

計

・個人県民税・事業税、地方消費税、不動産取得税：名目経済成長

率を考慮して推計

・その他税目：Ｈ２０以降Ｈ１９と同額で推計

・Ｈ１９までの税制改正による影響は、可能な限り反映

［名目経済成長率連動による影響を除く年度間変動要因］

、(H19→H20変動要因) 個人県民税+12億円(税源移譲による所得割増など)

核燃料税▲1億円(核燃料挿入見込みの減)など

(H20→H21変動要因) 核燃料税▲5億円(核燃料挿入見込みの減)など

(H21→H22変動要因) 核燃料税+5億円(核燃料挿入見込みの増)など

産業廃棄物減量税▲2、水と緑の森づくり税▲2

（適用期間の終了）

(H22→H23変動要因) 核燃料税+34億円(３号機核燃料挿入見込み等)など

地方交付税＋臨時財政対策債

・Ｈ２０以降の個別算定経費(公債費・事業費補正を除く)について

は、Ｈ１９当初をベースとして、骨太の方針２００６の影響（定

員削減・投資的経費減）の試算額、給与構造改革の試算額及び教

員給与に係る今後の生徒数見込み等を反映

・公債費及び事業費補正は、現行措置率を前提に積み上げ積算

・収入は、県税・地方譲与税等の推計に連動。なお、税源移譲分は

100％算入

・Ｈ２０以降臨時財政対策債については、現行制度を前提にＨ１９

と同額

・地方消費税清算金、地方譲与税、開発指定事業補助率差額、財産そ の 他

収入、特別会計繰入金、貸付金元利収入等について、経済成長率

連動、公共事業費連動、積上により推計

【特定財源】

・現行制度(対象事業、充当率等)を前提に公共事業等の歳出見込み県 債

から積上推計

そ の 他 ・分担金・負担金、使用料・手数料、国庫支出金、諸収入等につい

特定財源 て、歳出見込みから推計



(３)歳 出

義務的経費

①職員給与費

（ ）人 員 ・公共事業費で支弁する職員給与費は除く 公共事業費で計上

・定員削減計画を織り込み推計

・警察官のＨ２０以降は、固定推計

・教員のＨ２０以降は、今後の生徒数見込みから推計

給与水準 ・給与改定率は、Ｈ１９以降０％として推計

・特別職・一般職の給料カット・手当連動は、Ｈ１９まで反映

・議員の報酬カットは、Ｈ１９まで反映

退職手当 ・定年者数や直近の退職者数を基に、退職見込み者数を想定し

推計

②扶 助 費 ・今後の対象者数の増減、単価の見込み及び制度改正の影響を

反映させ推計

③公 債 費 ・県債の発行見込みに、下記のとおり借入条件を想定し推計

〔借入条件〕 償還期間：政府10(2)～20(3)､公募債30(0)、銀行等20(3)

借入利率：政府・公募債1.9％、銀行等2.5％

・借換債は、Ｈ２０以降発行しない前提で推計

・今後の所要見込額(各部局見積)から積上推計特別需要経費

(緊急課題対応枠：Ｈ１９まで積算推計)

・補助及び単独の枠事業は、Ｈ１９と同額で推計公 共 事 業 費

・特定事業、直轄事業は、可能な限り今後見込額を計上

・Ｈ１９と同額で推計部局調整経費

・新施設に係る維持管理費については、平準化後その他義務的

経費から部局調整経費に移行し加算



　　　 　　　中期財政見通し(Ｈ１９～Ｈ２３）
【歳入推計】                                                                                                  （単位：億円)

　歳　　　入　　　区　　　分 H19 H20 H21 H22 H23

　１．一　般　財　源 3,060 3,026 2,924 2,908 2,938

（１）県税 694 708 713 723 765

（２）地方交付税+臨時財政対策債 2,019 1,995 1,920 1,889 1,876

（３）その他 347 323 291 296 297

　２．特　定　財　源 1,978 1,997 1,985 1,950 1,858

（１）県債 463 483 484 486 435

（２）その他の特定財源 1,515 1,514 1,501 1,464 1,423

　　歳　　入　　合　　計　① 5,038 5,023 4,909 4,858 4,796

【歳出推計】                                                                                        

　歳　　　出　　　区　　　分 H19 H20 H21 H22 H23

　１．義　務　的　経　費　等 3,202 3,234 3,139 3,110 3,116

（１）職員給与費 1,242 1,305 1,263 1,249 1,244

（２）扶助費 301 311 313 320 326

（３）公債費 975 956 899 912 940

（４）その他義務的経費 684 662 664 629 606

　２．特  別  需  要  経  費  等 199 229 209 205 166

　３．公　共　事　業　費 816 866 875 864 810

　４．部　局　調　整　経　費 957 961 965 967 967

　　歳　　出　　合　　計　② 5,174 5,290 5,188 5,146 5,059

▲ 136 ▲ 267 ▲ 279 ▲ 288 ▲ 263

　(Ｈ18年9月推計との比較) 140 ▲ 10 ▲ 30 ▲ 29 　

 年度末基金残高  B 518 251 ▲ 28 ▲ 316 ▲ 579

　(Ｈ18年9月推計との比較) 192 182 152 123 　

50 50 50 50 50

▲ 86 ▲ 217 ▲ 229 ▲ 238 ▲ 213

 年度末基金残高（収支改善後） Ｅ 568 351 122 ▲ 116 ▲ 329

 中期財政見通しにおける財源不足額
 Ａ＝①－②

 執行節減努力等決算段階での
 収支改善　　　　　Ｃ

 財源不足額(収支改善後) Ｄ＝Ａ＋Ｃ
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